予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：防災費　　目：防災総務費　　　
	事業名　新広域防災拠点等強靭化対策事業費　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　知事直轄・危機管理　防災課　防災支援係　電話番号：058-272-1111（内2747 ）

　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　        　　66,041千円（前年度予算額： 0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他


	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	66,041
	0
	0
	0
	0
	0
	21,015
	0
	45,026

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）
　＜広域防災拠点＞　
　・平成１８年３月「岐阜県災害時広域受援計画」を策定し、県広域防災拠点と

　　して県有６施設を指定したが、拠点としての新たな整備は、現在まで行って

　　いない。本年度、施設調査した結果、「活用可能スペースが不充分」「ヘリコ

　　プター離着陸場なし」など、施設整備が不充分

　・「南海トラフ巨大地震」といった「超」大規模災害に備えるため、県域を越
　　えた広域支援体制及び広域受援体制への対応を図るとともに、国及び他県と
　　連携した広域防災ネットワークを構築するための機能強化が必要
　・本年２月に公表した、県独自の地震被害想定調査における被害想定に合わせ
　　た具体的な防災対策を速やかに進めることが必要
　＜県民用備蓄＞

・県では、避難所指定されていない県施設（県庁、総合庁舎）に県民が避難す

　ることを想定しておらず、現物備蓄も全く行っていない状況であり、避難者

　が殺到した場合、避難者対応の職員が多く必要になるとともに、災害対応業

　務に従事するスペースが不足し、重要業務が中断する恐れがある
　＜職員用備蓄＞

　・職員用備蓄は、県業務継続計画（ＢＣＰ）において各自で確保することが前
　　提となっているほか、流通備蓄などで確保することとなっており、全く現物　

　　備蓄がない状況である
　・東日本大震災では、物資が１週間届かなかった事例も発生しており、職員の
　　災害対応業務に支障が生じない程度の備蓄を行うことが必要
　・真っ先に被災地に派遣される「職員派遣チーム」は、被災地に迷惑をかけな
　　いという意味での「手弁当持参」が鉄則であり、早期整備が急務
（２）事業内容

　　①広域防災拠点等の強靭化　18,726千円
・県広域防災拠点の本部運営に必要な資機材整備(自家発電機、投光器など）
・県広域防災拠点における物資の集積・荷捌き等に必要な資機材整備
（大型自家発電機、大型投光器など）
・県災害対策本部及び支部の運営に必要な資機材整備（自家発電機など）

・今後３年間を目途に、拠点運営のために必要な資機材や、各種災害活動
　に必要な資機材について整備
・今後、国は「南海トラフを震源とする超巨大地震対策特別措置法（仮称）」
　及び「南海トラフ巨大地震対策大綱」を策定予定であるため、当面３年
　間は喫緊に必要な整備を先行

　　

　　②市町村有施設の広域防災拠点指定に向けた取組　20,377千円

機能強化にあたっては、当該施設における施設整備によって対応できないものもあるため、他の県有施設による補完体制を検討しているが、県有施設のみでは施設規模や立地条件等を満たす施設が限られることなどから、超広域災害を発生時に対応する広域防災拠点の確保のため、市町村有施設もその対象施設とし、市町村が実施する施設や設備等の整備に対し財政的支援を行う。　
　　　　　補助率　１／２　限度額　20,000千円

　　③県民用の食料等備蓄　21,015千円[ふるさと岐阜再生基金活用]
　　・県の役割は、市町村の後方支援であることから、発生直後に必須な主要品

　　　目（飲料水、食料、携帯用トイレ）を中心に３日分を確保する
　　・必要量については、県庁及びふれあい福寿会館、各総合庁舎の大会議室を

　　　避難者に開放することを前提とする。「県避難所運営ガイドライン」にお

　　　いて、避難者１人当たりの占有面積「２㎡以上」確保するように定義して

　　　いることから、各大会議室の面積をもとに収容できる人数を算出する。
　　④職員用の食料等備蓄　5,923千円
　　・災害対策本部要員について、３日分の食料・飲料水等を現物備蓄で確保
　　・来年度においては、本庁本部員・支部員及び「職員派遣チーム」の緊急支

　　　援隊用について最優先で確保し、今後、５年間かけて整備　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　①広域防災拠点等の強靭化
　　・県有の県広域防災拠点等の資機材整備については、県負担で実施

　　②市町村有施設の広域防災拠点指定に向けた取組

　　・県としては、早急に広域防災拠点の機能の一部を担う施設を早急に確保す　るために、積極的な財政支援を行う必要があることから、１／２以内の補助率とする。

　　③県民用の食料等備蓄
　・避難所の運営主体は市町村であることから、避難所用の現物備蓄は実施し

　　ないが、県施設に緊急的に避難してくる近隣住民を排除することはできな

　　いため、県負担で実施
　④職員用の食料等備蓄　　
　　・県災害対策本部、支部体制業務に努める職員分は、県負担で実施
　　

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	17,400
	広域防災拠点強靭化にかかる資機材等購入費

	消耗品費
	28,264
	県民用・職員用の食料、飲料水、トイレ等購入費

	補助金
	20,000
	市町村補助金

	事務費
	377
	

	合計
	66,041
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　○岐阜県地域防災計画
　　　一般対象計画　第２章災害予防
　　（第1節　総　則、第17節　必需物資の確保対策）
　○岐阜県地震防災行動計画

　　１６　災害対策本部の初動体制強化

　　　　　・災害対策本部機能の確保

　　　　　・備品の整備、災害対策本部要員の水・食料の備蓄

　　２３　救急・救助等の受援体制の整備

　　　　　・他都道府県との連携

　　２８　食料・物資の供給体制の整備

　　　　　　・物資集積拠点の整備
　　　　　　・備蓄物資の計画策定
　　　　　　・家庭、事業所の備蓄の推進
　　　　　　・３日分程度の食料・水・医薬品及び携帯トイレ等の備蓄

　　　　　　・食料・物資の受援体制の整備

　　　　　　・栄養バランスや、特別な配慮が必要な人（食物アレルギー、

　　　　　　　乳幼児、飲み込むことが困難など）への食料配布の研究

　　３１　「超」広域災害に対する受援・支援対策の推進
　　　　　・県を跨ぐ広域防災拠点の整備の検討

　○長期構想「希望と誇りの持てるふるさと岐阜県を目指して」

　　　第５章　公の力で災害時に個人・地域を支える環境をつくる

（２）後年度の財政負担

　・広域防災拠点については、今後３年間を目途に、拠点運営のために必要な資

　　機材や、物資の集積・荷捌き等に必要な資機材について整備
　・国が南海トラフ巨大地震に関する特別法、大綱を策定予定であるため、当面

　　３年間は喫緊に必要な整備を先行

　・職員用備蓄については、一括購入した場合、保管期間終了時に一括処分する

　　必要があるため、効果的な活用に努め５年間かけて整備
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　南海トラフ巨大地震といった「超」大規模災害に備え、県域を越えた広域
支援及び広域受援体制への対応を図るとともに、国及び他県と連携した広域防災ネットワークを構築するための機能強化が必要である。

　今後３年間を目途に、各広域防災拠点に必要な整備を進めるとともに、市町村有施設の追加指定を実施し、県の防災体制をさらに強化していく。

　県民用及び職員用備蓄についても、計画的に整備し、県が備蓄を積極的に実施することにより、市町村の備蓄増強を促すとともに、県民の備蓄の意識についても向上させることを促進していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	広域防災拠点数

	6
（H25）
	
	
	6
	11程度
（～H28）
	－

	県民用・職員用備蓄

	　なし（H25）
	
	
	　なし
	完備
（～H30）
	－



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・発生が危惧されている「南海トラフ巨大地震」といった「超」大規模災害に備えるため、県域を越えた広域支援体制及び広域受援体制への対応を図るとともに、国及び他県と連携した広域防災ネットワークを構築するための機能強化が必要

・本年２月に公表した県独自の地震被害想定調査における被害想定に合わせた具体的な防災対策を速やかに進めることが必要であり、県が取り組むべき事業である
・県施設に緊急的に避難する近隣住民を庁外に排除することはできないため、指定避難所に移動してもらう間に必要な分だけ現物備蓄で確保することは必要であり、県が取り組むべき事業である。

・県施設にある程度の備蓄を確保することにより、対応する職員の負担を軽減し、避難者の生活を支援するとともに、災害対応業務などの重要業務が中断することを防ぐことが必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・今後、県域を越えた広域支援体制及び広域受援体制への対応を図るととも

　に、国及び他県と連携した広域防災ネットワークを構築するための機能強

　化が必要である

・県広域防災拠点施設として、ほかの県有施設及び市町村有施設を追加指定
　することが必要
・市町村有施設の追加指定にあたっては、関係機関と調整の上、順次決定し
　ていくことが重要


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・県域を越えた広域支援体制及び広域受援体制への対応を図るとともに、国

　及び他県と連携した広域防災ネットワークを構築するための機能強化が必

　要であるため、県独自の地震被害想定調査や、国の計画や動向などを踏ま
　えながら、国や他県、県内市町村などと連携し、３年間を目途に計画的に
　取り組んでいく
・県民用及び職員用備蓄についても、計画的に整備し、県が備蓄を積極的に

　実施することにより、市町村の備蓄増強を促すとともに、県民の備蓄の意

　識についても向上させることを促進していく


財政課で記載します。








